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1 サンレックス工業株式会社

「ジェットミル」で
ナノテク事業へ挑戦
金型製造業に危機感

　サンレックス工業㈱は、昭和56年大田区内に創業し
た自動車機器用クラッチプレート、自動機器、金型の設
計・開発・製造を行う企業である。創業以来大手企業から
の発注に基づき、金型を製作してきたが、製造業の海外移
転が相次ぐ中、従来の自動車部品関連業界の将来性に強
い危機感を持ち新規事業分野への進出を模索していた。

「ナノグラインディングミル」の誕生

　3年程前に知人よりジェットミル微粉砕システムの
紹介を受けたのがきっかけとなった。医薬品をはじめ
とする、化学、化粧品、電子材料、粉末冶金、窯業等
の分野では機能性粉体や新素材の製造を目的としたナ
ノオーダーの粒子径が求められている。そこで、従来
のジェットミルにいままでの自社の技術を活かせれば
対応可能なものがきっとできるはず、と考えたのだ。
　原材料の投入から粉砕に至る粉砕プロセスを見直す
等試行錯誤を経て、当社は独自の高圧空気注入ノズ
ル、材料供給エジェクターノズルを持つ「ナノグライ
ンディングミル」を開発した。これらのノズルから噴
出する高速気流に、処理物を巻き込み、粒子相互の衝

撃力及び摩擦力により粉砕を実現した。
　その結果、エアロダイナミクスを考慮した構造から、
従来困難であった難粉砕性材料、金属関連の粉砕等に
も圧倒的な優位性を発揮し、より超微粉砕、より高い
生産性、ランニングコストの軽減、異物混入の防止、
洗浄性の向上、部品点数の削減、機材損耗の軽減を可
能とした。現在は、本製品を販売するとともに、受託
の粉砕加工も行っている。
 

市場のニーズに応えるべく体制の整備

　当社は本製品について、16年度に「事業の可能性
十分あり」の評価を受け、現在も継続支援を受けてお
り、マネージャー等のアドバイスにより種々の課題を
解決してきている。
　販路開拓の課題についてはニューマーケット開拓支
援事業を利用するだけでなく、公社の推奨商品として
の承認のもと、自らも「ビジネスフェスタ2006」や
トヨタ自動車で行われた「新技術・新工法展示商談会」
等にも積極的に参加した。また、日刊工業新聞や日経
産業新聞等のプレスリリースも公社の支援によって実
現し、知名度の向上、ユーザーからの引き合い、更に
は成約の実現へとつながった。
　資金面の課題については、公社の推薦のもと、リレー
ションシップバンキングの金融機関から融資を受け、
さらに展示会に出展する費用を助成する市場開拓助成
金も利用した。
　しかし、その中でも一番大きな課題は体制の整備で
あった。事業が拡大し、特に大手ユーザーとの接点が
増加することに伴い、「販売人材の確保」「粉砕受託業
務への取組み」「技術的課題への対応」「人的等経営資
源の確保と体質強化」「関係会社間での相乗的・効率
的営業活動の実施」「より効率的な営業活動、販売促
進活動」等の課題を早急に解決する必要があった。そ
こで、担当マネージャーは関連企業による業務連携
ネットワークの構築を提言した。

ナノグラインディングミル
NJ－50型

ナノグラインディングミルNJ－300型

NJ－30ラボ・システム
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　伊藤社長はちょくちょく公社に立ち寄り、最新の営業情勢や課題などを話してくれるので、我々と良好なコミュニケーショ
ンを維持できている。これは大変にありがたいことであり、また支援のしがいもある。社長は他人を巻き込むのが上手とい
うか、天性のコミュニケーション能力があるようだ。製品の性質上、どうしても提案から成約までの期間が長くかかること
が悩みであるが、社長は継続的に粘り強く対応して結果を出している。この姿勢には学ぶべき所が多い。また当社の製品は
乾式装置だが、湿式等のニーズが同時にあることから、他社とも提携して、間口を広げた営業も展開している。
　超微粉が持っている可能性は広大であり、それだけに幅広い業種での利用が見込まれる。当然のことながら当社が独力で
開拓できる市場には限りがあるが、本事業の継続支援や販路開拓支援によって、新たな業種、新たな顧客を紹介してきたも
のが、成果として結実してきている。社長の笑顔が見られれば、我々も報われるわけだ。
　そんな社長ではあるが、おそらくじっと独りで考え、悩む時が常にあるに違いない。我々にはそんなそぶりは全く見せな
いが、そのような時間があってこそ、いつもの元気な姿があると勝手に推測している。

　その結果、当社を中核として関連企業4社（㈱エー
ス技研 : 試験粉砕及び受託粉砕担当、㈱ニューメタル
スエンドケミカルスコーポレーション : 専門商社で販
売担当、アドバンスト・ナノ・テクノロジィ㈱ : 湿式
超微粉砕機器メーカー、㈱デュコル : システムエンジ
ニアリング会社 )と業務連携契約を締結し、単発機器
の販売のみならず、微細粉砕に対する市場の要求に対
応可能な体制が構築された。

相次ぐ大手各社からの引き合い

　自社、代理店等の地道な営業活動・積極的な展示会
出展、販路開拓支援事業及びプレスリリース等により
市場における、認知度は一定のものが得られた。
　また、製品の受注から納品では、見本市→問合せ→
サンプル納入→評価・分析→見積もり依頼→機器の納
入といった長い手順を踏むため、1～ 2年前の商談
がようやく売上として現れてきた。
　顧客は全て化学、金属、電気、化粧品等大手メーカー
である。新規の問合せも相次いでおり、営業活動で大
変忙しい状態が続いている。最近はシステムとしての
販売の可能性も出てきており、さらに売上の大幅な増
加が見込めそうである。
　そうした中でも、市場からはさらなる細微粉化、対
象原料の多様化、システムの効率化、生産性向上によ
るエネルギー・コストの削減、より高品質・高性能・
高純度の粉砕品の要求等ニーズは高まっていく。当社
はこれらに応えるべく技術の改良や新たな開発にも取
り組んでおり、さらなる飛躍も期待できる。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　弊社は現在㈶東京都中小企業振興公社の様々な御支援を頂き大手企業との契約が成立しました。そして2年越しの案件
もいよいよ本格的に動き出しました。現在の大型案件はすべて公社の支援の賜物と感謝しております。弊社自身の企業努力
も怠りませんが、結果的に公社の恩恵に預かるところが大きく、今後共更なる御支援を賜りますようお願い致します。 
　弊社としても現在、ジェットミルのみならず周辺機器も含め、湿式やボールミルメーカーとの提携も始まり、更に数ナ
ノ～数10ナノの世界へと裾野を広げ、近い将来にはすべてのナノ粉砕に対応出来るメーカーとしての確立をめざします。

企
業
の
声

企業概要

サンレックス工業㈱
東京都大田区西蒲田 4－29－10
URL:http://www.sunrex-kogyo.co.jp/
代表取締役  伊 藤 健 三
資 本 金 1,000 万円
業　　種 一般機械器具製造業
主要製品 超微粉砕システム「ナノグラインディングミル」
 金型他

展示会での積極的なPR活動
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2 株式会社エスウェル

液体ワックスに替わる店舗用
床面特殊フィルムによる起業
多くの問題点を抱える床ワックス清掃

　㈱エスウェルは床用特殊シートの企画・開発・製造
及び販売を事業として、平成17年 7月に設立され
たベンチャー企業である。
　従来の床ワックス清掃には①作業クルーの腕の良し
悪しに作用され、品質の統一が不可能②ユーザー側の
日常メンテナンスが必ず必要である③WAX剥離清掃
時に排出される汚水が環境汚染物質である等問題点が
多かった。大阪で各種コーティングや清掃用品の製造
等を事業とする会社を経営していた、山田社長はそれ
らの問題点を目の当たりにしており、解決するために、
従来のワックス方式をフィルム方式に変換することを
考えた。

液体ワックスの代替商品「ラップコート」

　ワックスの代替商品として4年を要して開発された
のが「ラップコート」である。乾燥養生の必要がなく、
環境を破壊しない、人にも床にも優しい素材であり、
「塗る」から「貼る」をコンセプトとして開発された
ものである。
その主な特徴として、
①トップコート層にセラミックを配合し、硬度9H
以上を実現

②フィルム層にはリサイクルが可能な形状記憶
PETフィルムの採用
③ベース層には粘着材が基材に残らないタイプを
採用
④ワックスの1.5 倍の光沢性
⑤シックハウス症候群の原因となる有害物質の発生
源をシャットアウト
⑥抗菌、耐熱性の実現
その結果、ユーザーは光沢があり傷が付きづらい、さ
らには転倒防止にもなる床を長期間維持することがで
きる。また集客力のアップが図れるとともに、清掃作
業が簡易になるため、コストの大幅削減も可能となる。
 

効果的な専門家によるアドバイス

　㈱エスウェルは平成 17年 10月に事業可能性評
価委員会において「事業の可能性あり」の評価を得て、
現在もマネージャー等による継続的な支援を受けてい
る。また、専門化派遣事業、ニューマーケット開拓支
援事業及び創業期技術開発助成金等公社事業も積極的
に利用している。
　特にマネージャーのアドバイスにより、コスト面や
硬度、施工性等の技術面における課題を解決するため、
専門家派遣事業を活用したことは当社にとって大きな
効果を生んだ。

簡単な施工作業ラップコートのしくみ

UVトップコート層

フィルム層

ベース層
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　従来の「塗る」コーティングではなく、「貼る」コーティングという新しい商品を開発して躍進中の企業である。当社は商品
の新規性とともに、社長の人柄も大きな魅力といえるだろう。社長は、多くの現場経験を経て現在の新会社を立ち上げており、
その経験から出てくる社長の言葉には穏やかな中にも本事業に掛ける熱い情熱を感じる。そのようなカリスマ性のある経営
者のもと、当社に集まってくる社員も若く活気に満ちた人たちにあふれている。今回の「ラップコート」は従来の液体製品に
有った「品質ムラ」の少ない商品であり、汚れが付きにくく、清潔で、光沢感がありながら転倒防止効果もある商品である。
　また、これらの新規性とともに、施工・保守に関する仕組みも十分に考えられている。施工・保守については既存のビル
メンテナンス会社との連携、四国アイランドリーグの人材活用など、社長の人脈の広さを感じる。
　現在、専門家派遣なども活用して更なる製品改良にも取り組んでおり、掃除の手間も減らしたいという市場ニーズにマッ
チし、今後さらに導入が広がっていくと期待されている。経営者の魅力とともにこの魅力的な商品が広く世の中に受け入れ
られることを願っている。

　派遣した専門家からは、まず、コスト削減のために
当初材料として使っていた二軸延伸PETシートを回
収PETボトルシートに切り換えることが提案された。
また、床面の凹凸に適合するラップコートの薄膜化、
そして硬度を変えることにより窓材等別用途の道も開
ける等のアドバイスを受けた。結果として、この専門
家は当社にとって必要不可欠な存在となり、専門家派
遣事業終了後の現在も個別にコンサルタント契約を結
び、良きパートナーとなっている。

見えてきた夢の実現

　創業から2年、山田社長の地道な営業活動の結果、
大手フランチャイズチェーン、教育機関及び病院等か
ら数多くの引き合いや導入実績があり、既に複数の大
手コンビニエンスストアチェーンへも導入されてきて
いる。特に、シートに一定の感覚でロゴを配置し、専
用の端末で読み取ることにより張替え時期を知らせて
くれるオンライン管理も開始したことにより成功に拍
車をかけた。その結果、資本金は当初の500万円か
ら7,950 万円へ、また従業員数も倍増した。また、
平成19年 2月には東証二部上場企業であるウェー
ブロックホールディングス㈱の子会社であり複合素
材技術を有する日本ウェーブロック㈱と、それぞれ
の得意分野や経営資源を活用することで、さらなる事
業展開を図るべく、業務提携を開始した。
　現在、最大手のコンビニエンスストアチェーンから
技術的な提案があり、それが実現すれば導入してもよ
いという話が出ており、研究開発を進めている。いよ
いよ数年以内に上場したいという夢も現実性をおびて
きたところである。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　当社は創業から、床用の特殊フィルムシートの製造・開発を中心にビジネスを展開してきました。現在では、耐熱・硬度
を実現するフィルム製造の技術力から、床用フィルム以外の多用途利用の拡がりをみせています。今後における当社の展望
としては、住宅、自動車、家電業界向けに、各用途に合わせたフィルムシートの開発を行い、床用フィルムシート以外の収
益化を実現していく方向にあります。

企
業
の
声

企業概要

㈱エスウェル
東京都中央区明石町 8－1  聖路加タワー 13F
URL:http://www.s-well.net/
代表取締役  山 田 清 彦
資 本 金 7,950 万円
業　　種 プラスチック製品製造業
主要製品 特殊シートの企画、開発、製造及び販売業務
 コーティングシステムの開発、製造及販売業務他

施工前

施工後
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3 有限会社シンカーズ・スポット

日本独自の鼻緒を付けた靴
「楽闊歩」により活性化を図る

生き残りをかけて

　㈲シンカーズ・スポットの長谷川社長は、靴メー
カーで製造の技術を得た後、独立して大手メーカーの
ウオーキングシューズの企画開発をしていた。しかし
ながら、靴の生産が海外にどんどん移転してしまう現
状に危機感を抱き、国内メーカーが生き残るためには
どうするべきかと考えた。その結果、国内でしかでき
ないもの、価格競争にならないもの、日本独特のもの
を作るしかないと考えた。

足に合った靴の追求

　ここ近年、外反母趾やかかとの痛み等足のトラブル
で苦しむ人が増えている。その原因は、従来の靴がつ
ま先の部分を細くし指が動かない設計になっているか
らである。自分の足に合った靴ではなく、靴に足を合
わせていたのである。
　そこで、考えたのが日本古来からある鼻緒である。
つま先部に余裕を持たせ、靴の中敷に鼻緒をつけるこ
とにより、指が自由に動くようにするとともに、靴の
中で足が固定される仕組みである。この靴を履いて歩
くと、足の指を使って歩くことになり、足の血液還流
を促進させる。履き心地、歩き心地も抜群であり、そ
の結果として足のトラブルも防止・改善される。足の
形は人それぞれであるため、必ず足を測定しその人に

合った鼻緒の位置を決める必要がある。柔らかく軽い
革を使用するため全てが手作であり、オーダメード生
産である。まさに、自分の足に合った、自分だけの靴
である。
　このように、この靴は足のトラブルを抱えている人
のためのものだけではなく、「歩きやすい靴」を求め
ている人にとっても、まさにピッタリの靴なのだ。
　この鼻緒付きの靴のブランド名を「楽闊歩」（ラカッ
ポ）とした。

顧客と直接接する店舗の必要性

　「楽闊歩」を販売するにあたり、店舗が必要となった。
その際、まず店舗に作業場を設けることを考えた。顧
客に実際に作っているところを見てもらい、長谷川社
長本人が測定し、その結果に基づき、実際に製造して
いるという安心感を得てもらうためである。
　次に考えたのは試し歩き用自然道である。履くだけ
では本製品の良さはわからない。実際に履いて歩いて
もらってこそわかるのだ。いかにしてその人に合った
靴を提供するかという意味で、自然道は必須であった。
　そして、なによりも店舗を設ける最大の理由は、直
接顧客に接することである。顧客と接することから得
られる色々な情報が、さらなる商品開発に活かされる
のである。
　その店舗は平成15年9月2日（靴の日）に台東区

鼻緒付きの靴「楽闊歩」 試し歩き自然道一足一足心を込めた手作り
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　長谷川社長の靴業界における長年の経験と高いスキル、生体学・解剖学等の深い見識を基盤としているからこそ成立して
いる事業です。そして、なによりも「世界でただ一つの日本人に合った自分専用の履きやすく健康にも良い靴を作ろう」「台
東区の地場産業である東京の靴業界を活性化させよう」という意欲には感服するものがあります。最近では知名度も上がり、
顧客数も確実に増加しており、事業が順調であるとのことで、ますます期待できそうです。たまたま、お店におじゃました
際に、外反母趾で歩けなくなっていたご婦人が２足目の「楽闊歩」を購入されている場面に遭遇しました。履いてみないと
良さは分からないということなので、私も一足購入させてもらいましたが、今でも履き続けており、一度履くと手放せない
ものになってしまいました。それ以来、私も口コミの一助を担わせていただいています。
　ただ、現状では長谷川社長が一人で製造しており、せっかく発注があっても納品は1ヵ月半後という状態が続いてます。
今後は技術者の養成、販売チャネルの拡大を早急に行い、更なる飛躍を願っています。

駒形にアンテナショップ「楽闊歩 LA－KAPPO」とし
てオープンした。

知的財産総合センターでの効果的なアドバイス

　当社が事業可能性評価を受けたのは、平成15年３月
である。これまでの４年間、マネージャーを中心とした
継続的な支援を受けている。他社との特許実施契約の際
に注意すべき点等を総合相談において弁護士からアドバ
イスを受けたり、専門家派遣事業を利用している。
　特に知的財産総合センターでは、製品に関する基本
特許について拒絶通知を受けた際に相談を受けた。知

財センターのアドバイスは非常に効果的であり、弁理
士を通さずに自社で権利化することに成功した。さら
に、改良特許についてのアドバイスも受け、これもわ
ずか４ヶ月で権利化を実現した。商標についても、ア
ドバイスに基づき自ら出願し、「楽闊歩」を登録した。
これにより知的財産の保護は万全となり、他社との競
争力強化につながった。

注文が殺到、納品は一ヵ月半後

　こうした中で、「楽闊歩」はNHKおはよう日本「ま
ちかど情報室」や日本テレビ「ぶらり途中下車の旅」
のテレビや新聞等マスコミにも取り上げられ、それに
口コミも相まって着実に顧客を獲得している。現在で
は、足のトラブルに悩む人だけでなく、歩きやすさを
求める人等、日本中から問合せもあり、リピーターも
合わせて予約が殺到し、納品は注文してから一ヶ月半
程度かかる状態である。
　高齢化世代が増えていく日本で、健康意識の高まり
とウォーキング人口が増加傾向にある中でますます人
気は上がるに違いない。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　おかげさまで、多くの方にご利用いただいていますが、現在は私ひとりで製造しているため、発注していただいても納品
まで一ヵ月半かかってしまいます。もっともっと多くの方に是非履いていただいて、良さを解っていただければと思ってい
ます。そのためにも、早く技術者を養成することが必要です。足を測定し、インソールをカッティング、鼻緒までを作る技
術者を養成し、全国の靴の販売店や整骨院等に「楽闊歩」のコーナーを作っていただき、気軽に購入できるようにするのが
私の夢です。

企
業
の
声

企業概要

㈲シンカーズ・スポット
東京都台東区駒形 2－3－5－109
代表取締役  長谷川　武
資 本 金 300 万円
業　　種 皮製履物製造業
主要製品 ウォーキングシューズ「楽闊歩」

アンテナショップ「楽闊歩 LA－KAPPO」
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4 有限会社マダムトモコ

いくつになっても好きな服を着て、
おしゃれを楽しめる環境を
介護服ではないシニア向けおしゃれ着

　同社は、シニアのための服、しかも背中が曲がった
方のための機能性を重視した衣服の企画・販売を行っ
ている。
　地味な色合いのシンプルな服を想定して同社を訪
問すると、当初抱いていたイメージとの大きなずれに
驚かされる。実際に手にした商品は、色鮮やかな花柄
のブラウスであったり、縦のラインがすっきりとし
たワンピースであったりと、とてもおしゃれである。
同社のカタログやHPで目にする『アクティブシニア』
という言葉からも、ターゲットとする顧客層は元気に
活動されるシニアなのかと言うと、そうではないら
しい。病院へ通院される際に着る服として、また入院
された方が病院内で着る服として購入される場合もあ
るそうだ。
 「私達のお客様は元気な方ばかりではありません。で
も介護服ではありません。女性はいくつになっても
おしゃれはしたいもの。お気に入りの服を着て外出
する、そんな日常のちょっとした喜びで、お客様が元
気になってくれれば良い。」と話す武石社長。健康面
だけでなく精神面でも明るく美しく活き活きとしてい
る『アクティブシニア』層の外出欲を促すこと、それ
が同社の理念である。

お客様の笑顔が目に浮かぶビジネス

　社名は、当社の副社長でありチーフデザイナーでも
ある渡辺友子さんに由来する。平成 15年７月、渡
辺副社長の義母が米寿のプレゼントに、体にぴった
りフィットするおしゃれな洋服を要望されたことが
きっかけとなる。骨粗鬆症により背中が曲がっている
義母にとって、既製服では背中がでてしまうため、今
まで仕方なくサイズの大きな前開きの服を着るしか
なかった。そこで洋裁経験30余年の渡辺副社長が独
自に、体型にすっきりフィットする服を作ったところ、

大変喜ばれたそうである。その時の義母の笑顔を見て、
ほかにも同じような悩みを持っている人達にも義母の
ように喜ばせてあげたいと思い、長女であり当時経営
を勉強中であった武石社長とともに会社を設立した。
　商品企画やパターンデザインはもちろん、最近では
カタログ写真の出来の良し悪しが売上に影響する程重
要なモデルもこなす渡辺副社長と、商品をプロデュー
ス、販売する武石社長の母娘ふたりの女性ならではの
気遣いや思いやりが、同社の商品には反映されている。

求められる製品づくりを

　同社の洋服には、渡辺副社長が考案した特許「背中
安心製法」が施されている。アームホール下の後ろ身
ごろに３本のタックを入れることで背中の丸みに対
応し、背中の曲がっている人が着ても後ろ裾が持ち上
がらず、背中が見えてしまう不安を解消した。
　当初はこのアイデアの権利を売ろうと、アパレルの
担当者に話しをもっていったが、相手にされなかった。
デザイナーがおこしたパターンを基に服を作り、それ
を売っている彼らにとっては、着る人の体型に合わせ
てパターンを補正し、服をデザインするという逆のセ
オリーが理解できなかったのである。それならば、業

売上に影響する程重要な
モデルもこなす渡辺副社長

商品をプロデュース、
販売するのは武石社長
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事業可能性評価事業成果事例

　市場のニーズ（背中は曲がっているがおしゃれなおばあさんのブラウスへの要望）を的確に汲み取り、自社の持っている
シーズ（縫製技術と服飾デザイン）で解決し特許を取得、事業にしようと事業可能性評価事業に申込があった。顧客ターゲッ
トははっきりしており、課題は販売方法と生産方法であった。これらの課題について社長のお父さんにたびたび公社を尋ね
ていただき、「顧客管理情報の IT 化について」「生産管理について」「商品モデルの多様化に対する在庫と資金について」「広
告宣伝方法について」など話し合いをさせていただいた。創業当初は娘さんが何々TVに出ました、何々新聞に出ました、何々
ラジオにでましたなど自分の事以上に喜んで報告をしていただいていた。
　そのお父さんも現在では悠々自適の生活とのことで、我々とのつながりもなくなっている。事業は社長（娘）と副社長（母）
が中心に経営されており、このことは事業が順調に伸びている証とむしろ嬉しく思っている。
　背中の曲がった祖母、デザイナーのお母さん、社長のお嬢さんと女性が中心になって順調に伸びている事業だが、陰で支
えているお父さんの嬉しそうな顔が浮かんでくる企業である。

界の常識から外れていても、本当に必要としている人
がいるのならば自社で製造し、販売しようということ
になった。

事業拡大が社会貢献へ

　同社は、一般のビジネスプラン公募において、みた
か信金協会賞受賞（平成16年２月）、経済産業省後

援ドリームゲート2006ファイナル出場など、いく
つもの実績をもつ。こうした実績を重ね、多くのメディ
アに注目されることで、自社製品をPRしたいという
思いと、やはり客観的な事業プランの評価、アドバイ
スを受ける目的もあった。
　公社でも平成17年５月事業可能性評価事業で「事
業の可能性あり」の事業評価を得て、現在もマネー
ジャーによる継続支援を受けている。技術・機能・ビ
ジネス面について、商品アイテム数を充実させ、商品
コンセプト・位置づけに相応しいものにすること、知
的財産の確認や機能ブランドの確立を検討すること、
自社の体力に合わせた事業運営を図りながら確実な展
開を目指すこと等のアドバイスを受けて、事業運営上
の参考にし、着実に事業を拡大してきている。
　ブラウスとパンツからスタートした商品も、今では
インナー、アウター含め59アイテムと充実してきて
おり、さらに19年夏には初のニットアンサンブル、
秋にはちりめん素材のブラウスに同素材のきんちゃく
袋をセットにした新製品も販売するなど、今後もさら
に成長の可能性を秘めた同社である。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　今後も「B to C」に特化した独自通販を展開していきたいと思っています。
　拡大に必要な要素は「会員数の増加」「客単価の増加」に展開を集中することであり、そのために、有効な広告、顧客ニー
ズに即した商品開発やプロモーションを事業の規模に合わせ展開していくことでお客様、またご家族の皆様の笑顔につなが
るように精進してまいりたいと思います。具体的な売り上げや利益の目標に固執することなく無理せず着実に進化できるよ
うに展開したいと思います。

企
業
の
声

企業概要

㈲マダムトモコ
東京都世田谷区新町 2－1－12－301
URL:http://www.madametomo.jp/
代表取締役  武 石 麗 子
資 本 金 655 万円
業　　種 衣服その他の繊維製品製造業
主要製品 加齢に伴う体形の変化に対応した婦人服の
 企画・販売

背中安心製法により背中が見える不安は解消
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5 株式会社北斗金属工業

自社製品で本格建築
資材メーカーへの転換
現場からの開発以来がきっかけ

　㈱北斗金属工業は昭和42年に創業し、ねじ加工や
テレビ・ラジオ等の電子機器の部品加工を行っていた。
しかしながら、円高による親企業の海外移転、輸入品の
増大、コストダウンの要請等、従来の部品加工業に陰り
が見え始めた。そこで、平成３年より建築土木業界へ進
出を図り、現在では100％建築関連事業を行っている。
　こうした中、建設現場においてゼネコンから漏水対
策技術の開発の依頼や地下工事現場での漏水防止のた
めの防水シートの開発依頼があり、これをきっかけに
自社製品の開発に取り組むようになった。

画期的な止水関連商品「アクアシャット」

　地下の構造物を造る際には、必ずコンクリートとコ
ンクリートの打ち継ぎ部が発生する。この打ち継ぎ部
は山留壁から発生する水の通り道となり、漏水の原因
となる。漏水は基盤を劣化させ、建物全体の存続をも
脅かす。従来、漏水を防ぐ方法としては、ゴムシート
等を全面に貼る方法しかなく、セパレータ等の貫通部
分が生じる等、信頼性・作業性・採算性という点で満
足のいくものではなかった。
　そこで、開発されたのが「アクアシャット」である。
「アクアシャット」は非加硫ブチルゴムを原料に作られ
ており、コンクリートや鉄・塩ビ等に強力に接着するも
のである。特に本製品に使用されている非加硫ブチル
ゴムは独自の加工技術により一般のものに比べ柔軟性、
接着性、耐久性に優れている。これにより止水性能を

飛躍的に向上させた。ま
た、片面を水溶性フィル
ムで包み、作業者の手に
ゴムが付着するのを防ぐ
とともに、他社製品のよ
うな養生テープを剥がす
手間もない。また、埃や

木屑等の汚れからゴムをガードする役目も持ち、コン
クリート打設時にコンクリート中のアルカリ・熱・水分
によって完全に溶解し、ゴムの表面が現れて、2次コン
クリートの方にも接着する仕組みである。
　さらに、躯体を貫通するセパレータ部からの漏水を
防ぐ「ホクトリング」も開発し「アクアシャット」と
の併用で更に効果をアップさせている。

公社によるトータルサポート

　㈱北斗金属工業は平成16年11月に事業可能性評
価委員会において「事業の可能性あり」の評価を得て、
現在もマネージャー等による継続的な支援を受けてい
る。マネージャーからのアドバイスは多岐に渡ってい
るが、経営戦略策定が大きな課題の一つであった。
　そこで、まず専門家派遣事業を活用し「効率的なチャ
ネルの構築」「全国展開のための取引先開拓」「価格設
定の見直し」「データの管理」「意識改革による経営理
念の策定」等を明確にし、中期経営計画を策定した上
で、それに基づいたアクションプランを作成した。漏水をシャットアウトする

「アクアシャット」

後打ちコンクリート打節の際
に、コンクリート中の水・熱・
アルカリで水溶性フィルムが完
全に溶解します。

離型紙を剥がした側が先にコン
クリートに接着します。水溶性
フィルム側はまだ接着性があり
ません。

水溶性フィルム溶解後、接着性
があらわれて後打ちコンクリー
トに接着します。先打ちコンク
リートの側にも加重がかかり、
更に強力に接着します。

接着のメカニズム
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事業可能性評価事業成果事例

　当社の強みは、その技術力にあります。しかしながら、単に技術が優れていることだけではなく、菅野社長自らが直接現
場に赴いて現場の問題点やニーズを把握し、それを反映した製品を開発するという姿勢が更に当社の強みになっています。
また、当社のもう一つの強みは、単に製品を開発するのみでなく、データもしっかりと取り、それに裏づけされた顧客アピー
ルを行っていることにあります。
　一方、長年下請的な事業を行ってきた企業の宿命として、菅野社長の市場開拓力や営業力は残念ながら不足が感じられま
す。しかしながら、ご子息が当社に入られ、営業の責任者として活躍されていることは、当社の今後にとって大いに期待が
持てる状況であると思います。更に、技術面で補佐、継承してくれるもう一人のご子息も入社し活躍されているのは、近年
後継者の不在が問題になっている企業が多い中で、非常に恵まれているものと言えます。
　建築・土木業界は暫く厳しい状況が続くものと思われますが、自社の恵まれた経営資源を活かしつつ、今後共親子三人力
を合わせ、当社の名前に相応しく、建築資材メーカーにおける夜空に輝く星のように、きらりと輝くものを持った特徴ある
企業として、堅実に成長されていくことを期待ならびに祈念しています。

　製品カタログについても従来あまり見栄えのするも
のでなく、顧客からも不評であったものを、デザイン
支援事業によりデザイナーを紹介し、新たに製品カタ
ログを作成した。これは顧客にも好評であり、実売に
も結びついてきている。
　また、当社は知的財産の重要性を認識しており、必
ず特許出願し権利化もしているが、同業他社から侵害
の警告を受け訴訟になった際にも、その対応策につい
て知的財産総合センターの相談窓口の活用を勧めた。
その結果、裁判所の勧告により賠償請求が認められ、
和解という結果が得られた。
　さらに、販路の開拓については、大きな市場が見込

める公共事業への参入が課題であった。そこで、マネー
ジャーが同行し、東京都の関係部局への紹介を実施し
た。特に建設局では当該製品を採用するには「新技術
情報」への登録が必要であるということで、申請した
後、新技術評価選定会議を経て選定された。これによ
り「新技術情報データベース」へ掲載もされることと
なった。当社のPRとしては非常に効果的である。そ
の後も水道局他他局への紹介も積極的に行っている。

期待される公共事業での活用

　㈱北斗金属工業も自ら中小企業経営革新法の認定や
国土交通省等公的機関の登録も受ける等積極的に活動
を続けている。特に、国土交通省のNETIS（新技術
情報システム）では、事前審査を経て試行を待つばか
りであり、認定されれば国の公共事業での活用が期待
できる。また、戸建の住宅から地下40mのトンネル
や通信インフラの補修、耐震補強まで活用できる、「ア
クアシャット」を始めとした自社製品を総合的に使っ
た工法の販売も開始した。着々と本格的建築資材メー
カーとしての地位を固めつつある。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　昨今「耐震問題」「手抜き工事」による人生の安全無視の風潮が蔓延しています。
　当社は「現場のニーズに応え、安心と信頼の製品の開発」を経営方針としてゼネコンや作業者に信頼され安心して、喜ん
でいただける製品の開発と製造に努力してまいりました。地下コンクリート躯体工事用の「スクリュービット」は型枠崩壊
事故による生き埋めの危険を解決し、作業者から安心と信頼をもって施工をしていただいております。
　止水製品「アクアシャット」は㈶東京都中小企業振興公社のご支援をいただき、建築・土木の両分野で販売作戦を展開中です。

企
業
の
声

企業概要

㈱北斗金属工業
東京都北区東田端 2－7－6
URL:http://www.hokut.com/
代表取締役  菅 野 征 人
資 本 金 2,000 万円
業　　種 建築材料製造販売
主要製品 コンクリート打ち継部止水板「アクアシャット」
 コンクリート型枠工事Ｈ鋼へのセパレータ保持
 金具「スクリュービット」他

耐圧盤工区境用の取り付け
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6 キーテック工業株式会社

ヒートポンプ式冷温水セントラル冷暖房
システムで快適な居住空間を提供
快適空間の提供と環境保全をめざす

　オフィスビルなどの業務用空調設備は、建物の一ヶ
所に設けた装置から熱を各室に送って冷暖房する、集
中冷暖房システムが採用されていた。このシステムに
は、各部屋や廊下間の温度差が小さくなり結露も少な
い、また、各部屋を個別に暖房するよりコストが安い
といったメリットがある。森田社長は、日本の住宅設
備は欧米と比較し、まだまだ遅れているとの認識を持
ち、この集中冷暖房システムを戸建て住宅にも普及さ
せ、快適な居住空間を提供したいと願っていた。また、
それと同時にCO2 の削減、地球温暖化防止といった
環境保全の一助となりたいとも考えていた。
　こうした社長の志に共感した知人の技術者らととも
に平成10年 7月に同社は設立された。当初は大手
製薬会社、駅ビル、スポーツセンターなどの空調メン
テナンスを行いつつ、集中冷暖房システムのための
ヒートポンプの研究開発を行っていた。

冷暖房システムついに完成

　従来の空調メンテナンス業務に加え、これまで培っ
てきたノウハウを製品開発に活用すべく、平成11年
12月、北海道電力株式会社が主管を務める「次世代
型住宅用電化システム」の研究開発に参加した。また、
この一環として道内の個人宅に研究開発商品である

ヒートポンプを設置し、各種データ測定を開始した。
平成14年６月には、「キーテック換気熱暖房システ
ム」の商品化に成功し、その後も製品改良や技術開発
を続け、ついに平成19年９月、冷暖房ユニットの完
成に至った。
　このシステムの大きな特徴は、化石燃料を直接消費
するシステムとは違い、少ないエネルギーで、効率よ
く冷暖房エネルギーを作り出すことにある。ちなみに
同社製品では、1単位の熱エネルギーから約２倍以上
の暖房エネルギーを作り出すことが可能である。これ
によりCO2 など温室効果ガスの排出抑制効果も期待
できるのだ。

製品開発成功のカギ～公的支援の有効活用～

　同社が、製品開発に成功した要因は、大学等の研究
機関との共同研究を進めつつテストを繰り返し、その
成果がNEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）
や中小企業創造活動促進法の認定を受け、補助金支給
に結びついたことや当公社の経営支援を始めとする公
的支援をうまく活かしてきたことにある。
　暖房システムの導入が進んでいた平成15年４月、
当公社の事業可能性評価事業にて「CO2排出抑制型－
高効率ヒートポンプ冷温水式暖冷房システムの製造販
売事業―」をテーマに「事業の可能性あり」の評価を
受けた。経営面、市場開拓面、技術面、商品力に関し
て課題と対応策について、支援担当マネージャーから
総合的なアドバイスを受けた。マネージャーの支援は、
単発的ではなく継続的な支援が特徴であり、同社の顧
問コンサルタント的な役割を担っている。現在も継続
的に支援を行っている。最近では、新商品の販売戦略
と具体策、販路開拓支援事業への推薦について相談を
受けたところである。
　資金調達に関しても、開発資金の調達にあたり、い
わゆるリレーションシップバンキングを活用してい
る。この際、金融機関向け事業計画書の作成（資金計空気熱交換器 水熱交換器ユニット
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　森田社長には常に協力者がいる。技術的な課題に対応する専門家派遣の技術士、特許の権利化を支援する東京都知的財産
総合センターの活用推進員、そして融資を受ける際の申請書作成指導のマネージャーなどである。
　日本では昭和40年代に、一般家屋にもセントラルヒーティングが導入されたが、使い勝手の悪さや燃料費がかかること
から、個別冷暖房の方向が定着してしまった。そのため、夜中に寒いトイレに行かなければならず、老人は昔と同様の苦労
をしている。それをもう一度個人住宅に導入しようというのである。キーワードはヒートポンプであり、技術の進歩を受け
ての発想である。
　そして販売の立ち上げは戦略的に北海道であった。北海道では本土よりも住宅が密閉構造であり、一般に集中暖房が行わ
れているので、ヒートポンプ式暖房を入れるのは比較的スムーズであり、すでに多くの実績が出た。そしていよいよ関東地
方である。東京での実証データを取り、冷暖房を備えたシステム特許も提出し、特徴をまとめた営業資料を作成した。ここ
での協力者は販路開拓支援のビジネスナビゲータである。約１年遅れたものの、平成20年春から関東甲信越での販売を開
始するところまで来た。成果が楽しみである。

画）についてマネージャーに指導を受け、結果として
制度融資による融資に結びついている。
　また、北関東信越エリアへの進出にあたり冷房技術
は必須要件であったが、実証実験や結露対策、コスト
ダウン、部品の仕様見直しなどについて専門家のアド
バイスを受けた。その結果、セントラル冷温水換気排
熱利用冷暖房に床下乾燥機能を付加したシステムの開

発商品化に拍車がかかった。
　平成18年９月、試作機が完成し、データ収集がス
タート。経営戦略（方針）、ハードウェアの技術面、
製造コスト削減、データ収集および分析についてのア
ドバイスを公社の専門家派遣事業を活用し技術士から
受け改良を行い、市場投入は目前の段階まで来ている。

環境・省エネ志向の高まりを追い風に飛躍に期待

　約10年の開発を経て冷暖房システムはついに完成
した。ここまで辿り着いたのは、技術に強い人材に恵
まれたこと、社長の経営手腕（先見の明）が優れてい
たことが非常に大きい。
　今後の大きな課題として「販路開拓」があげられる。
多くの中小企業はブランド力が乏しいために苦戦して
いる。昨今の原油価格の高騰、省エネルギー志向、環
境問題への関心の高まり、建築基準法の改正などの追
い風を受け、ニューマーケット開拓支援を上手に活用
し、大きく成長することを期待したい。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　当社は、平成10年設立以来、ヒートポンプ一筋に歩んできた専業メーカーです。業務用空調設備メンテナンスで培った
ノウハウと長年に渡る研究開発の粋を集め、「ヒートポンプによる高効率冷温水セントラル冷暖房システム」が完成し、床
下乾燥機能も付加することが出来ました。
　これまで「部分最適化」が進んできた日本の住環境。果たしてこのままでいいのでしょうか。私たちは、このシステムの
提供を通じ、「人」「住宅」「環境」「居住空間」の「全体最適化」を実現します。

企
業
の
声

企業概要

キーテック工業㈱
東京都調布市多摩川 5－9－4－103
URL:http://www.keytech.jp/
代表取締役  森 田 與志子
資 本 金 1,350 万円
業　　種 一般機械器具製造業
主要製品 住宅用ヒートポンプ冷・暖房システムの
 研究・開発・製造・販売

冷暖房システム図
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7 株式会社オランネット

簡単国際電話サービス
「ラクダコール」で国際電話が身近に
増え続ける国際電話の需要

　近年、企業活動のグローバル化が進み、国際電話の
需要は増え続けている。そうした中、様々な通話方式
が生まれ、低価格化も進んでいる。しかしながら、様々
な低価格の国際電話は、利用者にとって決してかけ易
く、利用しやすいものではない。特に海外進出してい
る中小企業（約 25,000 社）にとっては、国際電話
に要する経費が非常に負担の重いものとなっている。

上海での経験が引き金

　㈱オランネットの矢澤社長は、平成16年に上海の
コンピュータ関連会社に在籍しており、日系企業の情
報システム構築を行っていた。その際、多くの企業が
日本側からの国際電話料金に月額数万円から10万円
もの費用をかけていた。また、その多くは進出拠点の
責任者への連絡に集中していた。さらに進出企業だけ
でなく、海外に仕入先がある場合も頻繁に国際電話を
利用していた。通信方法としては、格安の電話やPC
電話を導入している企業もあるものの、初期費用や
運用面での対応に時間がか
かってしまうことから、従
来型の電話を使っている場
合もまだまだ多いことがわ
かった。
　そこで、矢澤社長は上海
での経験を引き金に新たな
ビジネスモデル「低価格定
額の国際電話サービス事
業」による起業を決意した。

かけやすさをポイントとした「ラクダコール」

　本事業を始めるにあたり、総務省へ通信事業者とし
ての届出が必要であった。その際に本事業における問

題点の有無を確認し、特に問題はないとの見解を得る
ことができた。その結果、本事業を「ラクダコール」（商
標登録済）と命名し、平成17年４月よりサービスを
開始した。
 「ラクダコール」は、日本国内のどこの電話からでも、
誰でも、海外の決めた相手に「かけ放題」月額9,800
円（国内アクセスポイントまでの日本国内の通話料金
は利用者負担）で提供するサービスである。日本国内
のアクセスポイントに専用の８ケタ番号でかけるだけ
で、直接海外と通話できる。また、国内公衆回線、国
際音声回線を使用しているため、特別な装置や回線は
一切必要なく、高品質でクリアな音声を保証している。
海外に支所がある企業、海外に取引先を持つ企業、海
外に単身赴任している家族等にとっては非常に有益な
サービスである。その後、顧客からの要望により日本
国内の決めた電話番号から13ヶ国内どこへでも「か
け放題」月額9,800円という「ラクダコールＦ」と
いうサービスも開始している。

「ラクダコール」にて
起業された矢沢社長

「ラクダコール」の利用方法

「ラクダコール」のアクセスポイント
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 「高額な国際電話の利用料金を少しでも安くできないか」という利用者側の体験を基に、固定料金で、安い国際電話サービ
スの提供を考え、回線業者との交渉の末にサービスの提供にまでこぎつけ、現在「ラクダコール」と言うサービス名で提供
を行っている。
 「安い電話」と言うと、最近では「インターネット電話」や「IP電話」を考えるが、当社の「ラクダコール」は、従来と同
じ音声品質の高いアナログ回線を使ってサービスを提供している。安く提供できる「仕組み」は作ったものの、お客さまの
信頼を得ることには非常に苦労した。一度利用すると、投資価値の高さに、ほとんどの人がリピートするというサービスだ
が、「国際電話」というだけで「あやしいサービス」と考えられ、当初なかなか理解してもらえず、新規開拓ではかなりの
苦労をしたとのことである。
　しかし、紆余曲折はあったものの、社長の「誠実さ」と「まめさ」、そして実際に使った際の投資効果の大きさに、徐々
に市場の「信頼」を勝ち得ていった。また、事業可能性評価の支援企業であることから、「公社推奨事業」という告知が可
能になったことも後押しとなり、現在も着実にリピート客を増やしている。今後一層の拡大を期待したい。

評価委員会による推奨事業の効果

　㈱オランネットは平成17年５月に事業可能性評価
委員会において「事業の可能性あり」の評価を得て、
現在もマネージャー等による継続的な支援を受けてい
る。マネージャーの顧客獲得のためには、先ずはわか
り易く訴求力のあるパンフレットを作ることが重要と
のアドバイスを受け、公社の総合相談にてデザイナー
のアドバイスを受けながらパンフレットを作成すると
ともに、「ビジネスサポート TOKYO」による広告掲
載を行った。また、直接マネージャーによる顧客の紹
介もあり、成約にもつながった。さらに、公社国際化
支援室の協力により窓口にパンフレットを設置しても
らい、相談に来訪する中小企業者へのPRを実施して
いる。
　自社においても「Yahoo」や「Google」での広告
掲載をしており、「公社の推奨事業」としてPRをし
ている。いかに優れたサービスであっても、知名度も

低く信用されないことが多いベンチャー企業にとって
は「公社の推奨事業」ということが非常に効果的であ
るとのことで、自社のホームページ上には委員会の評
価報告書も掲載している。

増加する大手企業の利用

　サービスを開始して以来２年、出願していた特許も
権利化でき、知名度も次第に上がってきた。一度利用
してみて、良さを感じたユーザーは長く使ってくれて
おり、口コミも相まって、現在では、500回線の契約
を持つに至っている。当初、中小企業者等をターゲッ
トとしていたが、商社や海外で工場を持つメーカー等
大手企業の利用も増えている。経費を削減しようとす
るのは中小企業でも大手企業でも変わらないはずであ
り、これからも大手企業のユーザーも増えそうである。
　また、最近サービス対象国以外の国に対してもかけ
ることができる、オーダー型のサービスも開始した。
これにより世界中のほとんどの国へのサービスの提供
が可能となった。このように㈱オランネットは、顧客
の満足度を高めるべく、新たなサービスの開発をし続
けており、更なる飛躍が期待できる。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　国際電話でこんなサービスがあったら利用したい、との思いで開始した“簡単にかけられ”、更に“かけ放題”の「ラク
ダコール」は通信費削減効果、利便性ともに好評を頂いております。一方で日々の問合せ、要望を基に、顧客満足を基本と
した新しいサービスを開始できるようになりました。
　海外とのビジネスでは、より一層、直接肉声での会話が要になりますので、ありきたりですが顧客満足を追求したサービ
スを展開して参ります。

企
業
の
声

企業概要

㈱オランネット
東京都千代田区内神田 1－4－5  レイアード大手町ビル 1F
URL:http://www.orangnet.com/
代表取締役  矢 澤 昌 彦
資 本 金 1,000 万円
業　　種 通信業
主要製品 簡単国際電話サービス「ラクダコール」他

増えつづける商品ラインナップ
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8 株式会社勝美ジャパン

先進的な取り組みで美味しさに
安心を添えた食品を食卓へ
公社支援事業を活用

　同社の設立は平成 15年 12月。山崎社長が前職
で培ったインドネシアの農産加工品の知識や人脈を
活かし、無漂白かんぴょうの開発輸入事業で創業した。
公社では平成15年７月の事業可能性評価委員会で、
創業者である山崎社長の経営能力を高く評価し、今後
の事業展開に期待を持って支援をすることとなった。
　その後、現在同社の主力となっている冷凍変性のな
い冷凍野菜の開発事業で、改めて事業可能性評価事業
の申請をした。平成19年３月の評価委員会では、生
鮮野菜の単なる代用品ではなく、冷凍野菜の独自の品
質と、使い勝手の向上を目指すというコンセプトが評
価された。それを受け市場開拓助成事業へ推薦、こ
れにより５月下旬に開催された国内最大の食品素材・
添加物専門展示会（ifia JAPAN 2007）に出展した。
従来にない商品特性から、展示会で実際に調理し品質
の説明をすることで、食品メーカーからの引き合いが
一気に増大した。

オリジナル性の高い商品開発

　無漂白かんぴょうの開発で創業した同社だが、現在
では冷凍野菜を中心に約80アイテムを扱い、給食や
食品メーカー、外食産業向けに野菜の冷凍加工品を販
売している。冷凍変性のない冷凍野菜の開発に着手し
たのは、現状の冷凍野菜に不満を持っているユーザー
の需要に対応すること、そして既に１千億円の市場規
模といわれる冷凍野菜の業界の中で、競争力強化のた
めにオリジナル性の高い商品を取り扱いたい、と考え
たからである。
　これまでの冷凍野菜は、例えば大根は水分が多いた
めスポンジ状になりやすい、ジャガイモの場合、調理
時に煮崩れをおこしやすい等それを抑えるために食品
添加物、PH調整剤などを使用しなければならないと
いう問題があった。冷凍野菜は「生鮮の代替品」とし

て、簡便性だけがクローズアップされるのではなく、
安全と美味しさをまず確保し、さらにユーザーの使い
勝手の良さを追及しなければならないと山崎社長は考
え、技術開発に努力し冷凍変性のない冷凍野菜づくり
に成功した。特許の出願数は12件に上っている。

日本版セールスレップの活用

　販売については、創業当時よりセールスレップを
活用している。山崎社長によるところの日本版セー
ルスレップの特徴は、単に商品の販売を代行するの
ではなく、担当者に売価決定権を与えて、仕切価格以
上で販売した分を成果報酬として還元すること、また
同社の社名入り名刺を持たせることで、売掛と品質の
リスクは同社で負担し、担当者には積極的な営業を展
開出来るようにさせている。現在では10名と契約し
ており、同社の売り上げで確実に実績を上げている。

一元管理による安全な食品を提供

　同社には『安全でなければ真に美味しいものとは言
えない』との信念がある。
　冷凍野菜の品質は、安全な原料野菜の栽培と鮮度が
重要であると考え、適地適作を基本としている。栽培
された野菜は、朝収穫されるとお昼までには工場へ
運び、その日のうちにすべて加工することで、生鮮と
同等以上の品質（味、食感）を実現している。中国山
東省と福建省にある同社の圃場では、農薬の使用は最
低限に抑え、栽培履歴および残留農薬分析情報を圃場
管理コードとして蓄積している。また出荷時にカート
ンに印字される原料トレース番号とともに、社内管理
表上で製品と原料がトレースできるシステムになって
いる。農薬の使用管理に重点を置き、専用圃場で種ま
きから収穫まで一元管理することで、チェック機能が
働く残留農薬管理体制とトレーサビリティ（追跡可能
性）を実現している。
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　大手スーパーの海外食品事業に従事していた代表の経験と人脈を活かし、無漂白かんぴょう事業を起業したが、給食やスー
パー・コンビニを顧客とする惣菜メーカーが冷凍野菜を使用している事に注目し、自社が保有している冷凍技術を改良して
冷凍変性（スポンジ状）の無い冷凍技術を開発し特許を出願された。
　この技術を使った冷凍水煮大根は給食やスーパー・コンビニでヒット、現在では、じゃがいも、長いもなど各種の根菜類
に拡大している。販売方法としても冷凍食材をＰＲするだけではなく、これらを使った料理を500種類以上開発しレシピ
を公開するなど顧客を良く知った販売戦略を展開している。市場を絞り顧客に浸透していくニッチトップの経営戦略である。
第二創業の企業の中でも従来市場（その業界を充分知っている）に新技術商品を投入する場合が成功する可能性が高いが、
勝美ジャパンはまさにこの代表例である。マーケティングは、山崎社長の得意分野であり、市場の把握は十分されているので、
我々としては企業経営、知財戦略、資金計画などに関するアドバイスを主に行なってきた。
　中国生産の食品は現在大変な逆風だが、勝美ジャパンは「トレーサビリティーを重視した品質管理が評価され、むしろ順
風です」と山崎社長は胸を張っている。

努力の積み重ねが信用を築く

　最近の各種食品問題によって、食品の流通にまで消
費者が関心を寄せる傾向は急速に高まっている。食品
の安全性の問題については、まさにトレーサビリティ
の重要性が認識されてきており、食品輸入をおこなっ
ている同社にとっては、このようなシステムが整備さ
れていることで信頼を得て、業況は追い風となってき
ている。創業より３期連続で増収増益の同社は、今期
売上４億を見込む。

　需要の拡大を促すために食材の用途開発も行って
おり、ホームページ上で、自社製品を使ったレシピ
約500種が紹介されている。今後も１日１品の新メ
ニューを提案し続け、２年後までには1,000種まで
増やし、一般消費者向けにネット販売も計画中である。
輸入業としてキャッシュフロー管理や運転資金の調達
が今後も課題として残るが、長期資金調達を目的に直
接金融としてファンドや10年後の2017年には上
場を目指している。

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
声

　我社は経営理念に基づき「末永く多くの人々の健康生活と幸福生活および社会に貢献する」ために、高収益経営を実現す
る。その為に、経営手法として「知識を資源とした経営」、すなわち知力ベースマネジメントを用いる。常に学習する組織
を作り、知的財産にも注力し、商品の基盤として知力を位置づける。知力を養うために、日々の想いと行動を反省し、何が
本当か、何が正しいのかを探求し、常に創造し発展する経営を実現したいと思います。

企
業
の
声

企業概要

㈱勝美ジャパン
東京都文京区本郷 2－16－10 西澤ビル 302
URL:http://www.katsumijapan.com/
代表取締役  山 崎 裕 康
資 本 金 1,700 万円
業　　種 食料品製造業
主要製品 冷凍野菜

極力農薬の使用を抑えて栽培された大根 一元管理されている中国の圃場

事務所内に貼付されている社長の経営理念

ホームページで紹介されているレシピの一
例ふろふき大根
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9 株式会社東京ブレフ

「米ぬか」は貴重な食糧源

廃棄物同然の「米ぬか」

　昔から「米ぬか」は、ビタミン・ミネラル・食物繊
維の他に良質な脂肪酸を含む貴重な食糧源であるとい
うことが知られていた。
　しかし、「米ぬか」の利用は米油搾油以外は飼料・
肥料・ぬか漬け床等の付加価値の低い分野での利用の
みで、廃棄同然の扱いであった。「米ぬか」に含まれ
る油脂分解酵素により急速に分解が進行し、保存がで
きないこと、また「脱脂ぬか」は油脂分を「ノルマル
ヘキサン」による溶剤抽出で行うため安全性に欠ける
こと等の理由で、食材に利用されることはほとんどな
かったのである。

新技術により「米ぬか」が商品に

　この貴重な食糧源をどうにか活用したいということで、
精米関連の４社が合弁により平成14年７月に㈱東京
ブレフを設立した。年間90万トンも発生する「米ぬ
か」を付加価値の高い食品として、そして小麦粉に代
わる商品として開発しようとしたのである。この開発
を可能にしたのが、新技術ミラクルチャンバーである。
　新鮮な米ぬかを加熱処理し、酵素を失活させた後、
連続高圧抽出機に投入することにより、油と固形分に
分離させる。これにより、固形分は脱脂しているため
長期保存が可能となり、さらに粉砕も容易となり、小
麦粉並みに微粉化できるようになる。この粉末にはビ
タミン・ミネラル・ファイバーを多量に含み、パン・
ケーキ・クッキー等の材料、チョコレート・カレー等
の増量剤、ヨーグルト・アイスクリーム等のトッピン
グ等多くの用途が想定できるものであった。その製品
名を「ヌカップ」とした。
　また、搾油もビタミンＥ・オリザノール等多く含
有し健康的なオイルとして活用が可能となった。「コ
メーユ」である。

マネージャー等の支援で課題を次々クリア

　㈱東京ブレフが事業可能性評価委員会にて「事業の
可能性充分あり」の評価を受けたのは平成14年であ
る。その後、担当マネージャーが支援をする中で、い
くつかの課題が生じた。
　まず、第一には会社としての体制の問題である。４
社の合弁にて始めた会社であるが、専任の経営者がい米ぬかと他食品との栄養比較

（較比ルラネミのと品食他 g001 ）中

ヌカップの分析：（財）日本食品分析センター
その他の食品 ：五訂 食品標準成分表 より引用

粉なき豆小しころもうと米玄粉麦小麦大プッカヌ
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事業可能性評価事業成果事例

　当社はまさに支援のしがいのある企業である。製品の可能性としては非常に良いものを持っている一方、当初は４社で始
めたために体制が定まらず、また販売先も絞り込めていなかった。そのようなところから支援を始めたわけであるが、それ
が今では生産量を確保するために、山形県に専用の工場を持つまでになった。当社の米ぬかを原料として、二次加工品を生
産する業者も増えてきており、米ぬか産業の中心的な役割を担いつつある。
　しかしながら米ぬかの栄養が豊富なことが災いして雑菌が繁殖しやすく、加工した食品の日持ちがしないという問題が分かっ
てきた。レストランで出すパンは店で期限を管理可能だが、パン屋で売る場合は顧客がいつ食べるか管理できないので、食品と
しての安全性に心配が残ってしまう。この対策には時間がかかったものの、大幅に軽減することができたことは喜びである。
　ビジネスナビゲータの活動からも、米ぬかカンパンなどの売れ筋商品ができたが、それでも当社の安定的な経営には、もっ
と販売量を増やす必要がある。最近は健康食品や、メタポリックシンドローム対策など、追い風となる食品嗜好が求められ
ており、是非一層の飛躍を期するところである。

ないまま、寄り合い組合的な経営体制になっていた。
製品が優れているだけに急速な拡大も有り得る中で、
責任者不在では好機を逃してしまう危険性があった。
そこで、マネージャーのアドバイスのもと、4社の役
割分担（「㈱東リョー」米ぬかの食品化ノウハウ及び
販売担当、「三和油脂㈱」精製及び搾油担当、「㈱平
野商会」機器関連担当、「城南食糧販売㈿」精米担当。
その後、城南食糧販売㈿は解散し、「㈱むらせ」が精
米担当となった。）そして、㈱東京ブレフとしての権
利・義務を明確にした上で㈱東リョーの石川専務を
社長とすることに決定した。
　第二の課題は市場の絞込みである。当初想定される
市場を全て対象としようとしていたが、ニューマー
ケット開拓支援事業を活用しながら整理をしていき、
まず食品業界の大手に絞ることとした。また、担当マ
ネージャーも売込先を紹介する等、市場開拓のきっか
け作りをサポートした。売り込む際には、細菌数につ
いてのデータが必要になり、都立食品技術センターの
協力を得てデータ収集をすることができた。
　第三の課題は、安定した供給である。そのためには、

早急に工場を建設しなければならかった。その際の設
備導入資金については、公社からの推薦によりリレー
ションシップハンキングの金融機関からの融資を得て
調達することができた。

広がる「ヌカップ」の用途

　販売を開始してから２年、細菌についての対策で苦
労したものの、スタビライザー処理をすることで、大
幅な殺菌が可能となり、問題も解決した。そうした中
「ヌカップ」の知名度は上がり、商品力の高さと相まっ
て、現在生産はフル稼働となっている。その結果都内
の工場では製品の供給が追いつかず、平成19年１月
に山形県内に工場を移転した。
 「ヌカップ」は製菓の材料や健康食品、輸出用高級ペッ
トフード等多くの用途に利用されており、さらにここに
来て大手食品メーカーでの採用も次々に決まっている。
　特にニューマーケット開拓支援事業のビジネスナビ
ゲータの紹介により成約した防災用缶詰パンは好評で
あり、官公庁での採用が期待できそうである。

マ
ネ
ー
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ャ
ー
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声

　玄米の栄養素の90％以上が集中する米ぬかの食品化につきましては長い間研究してまいりましたが、食品の基本であり
ます安心安全の条件として新鮮な原料、長期保存、微粉化、ノンケミカル製造、細菌、ポジティブリスト等々多くの問題点
を全て克服し小麦粉に変る食品として商品化致しました。
　飽食の時代、と云われています現在、日本人に不足している食物繊維、ビタミン、ミネラル、抗酸化物質等が豊富に含ま
れており、正に食育に適した食材と言えます。
　他方、メタポリックシンドロームが問題になっております生活習慣病につきましても米穀を中心とした日本の食文化の良
さを再認識して、日本の食糧自給率の向上と国民の健康増進に役立てる様今後とも努力して行く所存です。

企
業
の
声

企業概要

㈱東京ブレフ
東京都葛飾区奥戸 7－20－10
代表取締役  石 川 安 一
資 本 金 6,500 万円
業　　種 食料品製造業
主要製品 食用脱脂米ぬか粉末、ノンケミカル米油
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10 株式会社ラポールエスエー

ＭＥＭＳ検査装置の
ナンバーワン企業を目指す
MEMSって何?

　「MEMS」とは、Micro Electro Mechanical 
Systemsの略で、マイクロ（100万分の１ミリメー
トル）レベルの半導体を使った加工技術である。従来
型の機械加工技術では難しかった機械の微細化を低コ
ストで実現する方法であり、各種センサー、バイオテ
クノロジー、エネルギー技術等多岐に渡った分野で応
用されている。

　その中でもMEMSによる小型の加速度センサー
は、質量が小さいため感度は低下するが、劇的な小型
化が可能になるため多くの用途に利用されている。
　㈱ラポールエスエーは、山蔦社長率いるラポールグ
ループの技術研究所的位置づけで設立されたが、設立
６年目をきっかけにシーズから「計測技術」を核とし
たニーズへのビジネス転換を図り、今後大きな伸びが
期待できるMEMSセンサー検査装置をコアに平成17
年に東京都の「経営革新計画の承認」も得て、検査装
置メーカーへの脱皮を目指した。

独自のMEMS加速度センサー検査装置

　MEMSデバイス市場の約３分の１はセンサー（加
速度センサー、角速度センサー、地磁気センサー、圧
力センサー等）で占められている。各MEMSデバイ
スメーカーはセンサーの検査をするために、独自に市
販されている恒温槽や IC ソケットを購入して、簡単
な機構を特注して製作し、手作り的な装置を手動で運

用していることが多かった。そこで、当社はこのセン
サー用の検査機を開発販売することを考えた。
　MEMSデバイスの内、加速度を感知して出力する
センサーは用途により、1軸（自動車のエアバッグ用
等）、2軸（XY：ゲーム機等）、3軸（XYZ：携帯電
話ナビ用、デジタルカメラ手ぶれ防止用等）の３種類
がある。3軸加速度センサーは各軸が置かれている
姿勢により出力が変化し、温度により特性が変化する
ため、センサーの良否を検査するには、XYZ 3 軸の
姿勢及び温度を制御する必要がある。その課題をクリ
アーすべく当社が開発した検査装置は、無線データ転
送により０～360度の任意角度姿勢で自動検査がで
き、温度も－40℃～＋85℃の範囲内での自動検査

が可能である。また、
デバイスを精度良く
保持搬送するボート
基板方式も開発し、
検査速度も１時間当
り 1,000 デバイス
以上を実現した。こ
のような装置は他に
存在しない。

事業戦略構築のために東北大学へ

　㈱ラポールエスエーは平成18年に事業可能性評価
委員会にて「事業の可能性あり」の評価を受け、マネー
ジャー等の継続支援を受けている。MEMSデバイス
市場は今後大きな市場に成長する可能性を秘めている
が、未だ本格的には立ち上がっていない。そこで、顧
客ニーズをよく把握した上で、それを最大限標準化し
た装置が開発できれば、業界のデファクトスタンダー
ドになる可能性もある。そのためにも、早急に業界の
リーダーや関連学会の権威者にアピールすることが効
果的とのマネージャーのアドバイスにより、MEMS
研究の世界的権威である東北大学江刺教授の紹介を

MEMS加速度センサー

経済産業省補助金による研究・
開発試作機
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　今回の開発の中で同社の優れた点は次の二つであると感じています。
　一つ目は、山蔦社長はラポールグループというグループ会社を率いて様々な事業を行ってきましたが、その中で今回の製
品に必要な要素技術も蓄積されてきており、その技術を利用して時代の要請にあった新しい製品を開発しようとするもので
あり、これが比較的スムーズな新製品開発につながっています。
　二つ目は、中小企業が新規の開発を行う場合には開発資金の問題が生じるのが一般的ですが、山蔦社長は公的な助成金を
うまく活用しこの問題を乗り越えています。
　ところで、このビジネスが成功するためのポイントの一つは標準化にありますが、MEMS部品は多品種少量のものが多く、
検査装置の標準化は難しいものがあります。したがって、標準化できる部分をなるべく増やし、顧客の個別要求には最小限
の範囲で対応するといういわゆる「マス・カスタマイゼーション」の考えを取り入れることによってこの問題を解決していっ
て欲しいと思います。
　また、グループの力を集結しつつ、経験豊かな代表と若い事業責任者との２人３脚で、この分野の第一人者としての地位
を築かれ事業が大きな成功を収めることを祈念しています。

受けた。マネージャーが同行しての面談であったが、
MEMSの現状、今後及び大学との共同開発をしてい
る企業の情報等、これからの事業戦略の構築に役立つ
情報を得ることができた。
　平成18年には、プロジェクトマネージャーの推
薦により公社の市場開拓助成金と経済産業省の実用
化研究開発補助金を利用して、「SEMICON Japan 
2006」で実機展示を行い、大手企業から予想を越え
る引き合いを得ている。
　また、評価後継続支援中の半導体検査装置を開発し
ている㈱プロブエースとのマッチングを図り、ウェハ
レベルの検査装置への進出も視野に入れている。

市場のニーズに応えるために更なる研究開発

　平成18年４月に商社２社と販売代理店契約を結び
装置のPRを展開してきた結果、引き合いおよび見積
依頼は活発であり、ようやくこれから受注が具体的に
なると思われる。
　現在開発が終わっているのは「ピエゾ型MEMS 3

軸加速度センサー」の「静的加速度検査装置」であり
今後も
①ピエゾ型MEMS 3軸加速度センサーの動的加速度
検査装置（Ｇ可変試験）
②静電型MEMS 3軸加速度センサーの静的および動
的加速度検査装置
③MEMS角速度センサーの高精度等速回転検査装置
④MEMS圧力センサー用検査装置
⑤MEMS地磁気センサー用検査装置
⑥上記の量産用自動搬送検査装置
など、引き続き研究・開発を行い、市場のニーズに応
えて行くことが事業の成功には不可欠である。
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 「MEMS加速度センサー検査装置」の構造と技術の横展開として、主に自動車用電気・電子部品の「インライン検査装置」
および「バーンイン装置」の引き合いが増えてきています。
　これらは、バッチ式ではなく生産ラインの一部として全数検査を目的としている点が特徴であり、生産ラインの一部とし
て自動化が求められています。今後は、これらの市場もターゲットにした営業展開を行う計画です。

企
業
の
声

企業概要

㈱ラポールエスエー
東京都千代田区外神田 2－16－2  千代田中央ビル
URL:http://www.lapole-sa.co.jp/
代表取締役  山 蔦 貞 雄
資 本 金 1,800 万円
業　　種 精密機械器具製造業
主要製品 MEMS検査装置と組込用基板・ユニット

公社の市場開拓助成
金によるSEMICON 
Japan 2006出展
風景
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11 株式会社Ving

シートベルトカバー「Ving」で
世界の人々に貢献したい
創業にいたる動機

　当社は、自動車用シートベルトを包み込む新発想の
シートベルトカバー（商品名 /Ving）の企画製造販売
および特許管理を主な事業とする、いわゆるファブレ
ス型の企業である。
　事業開始の動機は、小林社長が50歳を過ぎてアメ
リカに滞在中、乳ガンの手術を受けた友人がシートベ
ルトをする際、頸部から胸部にかけての患部周辺が痛
むためタオルをあてがっているのを見て「なんとかな
らないものかと？」と思い試作品を作り始めたところ
にある。
　この後、さまざまな方々に話を聞くと、チャイルド
シート卒業後の子供達および小柄な女性などシートベ
ルトが体の大きさに合わない人たちからは、「圧迫感
を感じる」「首の周りにあたって痛い」などの意見が
寄せられた。社長自身も常日頃、背広などの洋服が傷
んで困っていたという。
　この他、シートベルトは事故の衝突時の強烈な衝撃
で肩や首に裂傷や骨折、摩擦によるヤケドなどを起こ
す可能性があり、少しでもこの状況を緩和できればと
考えた。また、後部座席のシートベルト着用率が低い
ことから、着用促進につながればとも考えていた。

商品化への取り組み
～大学・研究機関、企業と連携～

　約５年の歳月をかけ百以上の試作品作成を重ね、よ
うやく商品化にたどりついた。開発に際しては、自社
にとどまらず、大学、研究機関、企業等の協力を得な
がら商品としての品質向上とその証明に努めた。
　いわゆる産学連携では、日本大学芸術学部デザイン
学科インダストリアルデザイン研究室の先生方ととも
に共同研究開発を行い、商品の改良を行ってきた。
　平成17年８月末、㈶日本自動車研究所において衝
突実験を行い、10km/h時及び 30km/h 時における

Ving 装着時と非装
着時の比較を実施。
これにより、Ving
を装着している際
に衝突事故に遭っ
た場合もシートベ
ルトの機能を低下
させないことを確
証した。また、こ
れ以外に普段の圧
迫感及び擦れの状
態を調べるための
静的実験もニッタ
株式会社様の協力
を得て行った。

　こうした取り組みは、単に品質向上およびその証明
に好影響を及ぼすだけではなく、顧客満足度を高め、
結果としてVingブランドを高める効用があるといえる。

事業化への取り組み ～公社支援を有効活用～

　平成17年７月に、当公社の事業可能性評価事業
において「事業の可能性十分あり」の評価を獲得。マ
ネージャーのアドバイスを受けながら、更なる商品改
良を進め、基本となる商品と製造・生産管理体制の確
立を図ってきた。その後、販売拠点となるオフィス
と在庫を保管する場所が必要になったことから、平成
17年 12月末に当公社の創業支援施設に入居し本格
的に事業を開始した。翌年１月に開催された東京オー
トサロンでは、お客様の反応は予想以上に良かったが、
資金面や人材面が潤沢でなかったため、新商品を世間
に告知するための営業力と資金力不足に悩んでいた。
直面している課題についてマネージャーに相談したと
ころ、公社の市場開拓助成事業と中小企業ニューマー
ケット開拓支援事業の活用を薦められた。
　助成事業では、年間計画に基づき福祉関係・ベン

Ving FREE
（表側にファスナーのあるタイプ）
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事業可能性評価事業成果事例

　高級車の営業をやられていた代表だけあって、起業当初、自動車業界での人脈を活かしトップ営業は勿論、多くの情報収
集をされ、販売拡大や商品開発に大変努力されていた。特に、営業出身の経営者にしては珍しいのだが、商品開発が大好き
で自らが次々と新しいアイディアを出し、次々と試作をするという毎日であった。我々マネージャー達も色々な試作品を使
わせていただき感想や改善提案をすると、次週には対策品が出来てくるという状態であった。
　すべての自動車の運転席、助手席、後部座席などに標準装備することが代表の夢であり、この夢を実現する為には、自分
一人だけの力では困難と判断され、昨年、生産と国内での一般販売を中堅の企業に依頼された。代表はライセンスホールダー
として商品開発を、シートベルトカバーのエバンジェリスト（自社製品の啓発活動を行う職種）として企業への直接営業と
海外市場開拓を担当されている。
　すべてを自らが出来る事に越した事はないが、ベンチャー企業では自ずと限界がある。Ving さんのようにB to C は資
本力や販売ルートの有る企業に依頼し、自らはB to B 営業や開発など自分の得意な分野に特化して、経営拡大を図られる
のも一つの成功するパターンであると考える。

チャー向け・車用品関係等の展示会に出展し、その経
費の一部の助成を受けた。一方、販路開拓支援では、
多くのビジネスナビゲータから幅広い業種の企業の紹
介を受けるととも
に、営業先への同
行とアフターフォ
ローをしてもらっ
た。その結果、個
人・企業を問わず
様々な販売先に商
品を納品すること
が出来た。
　こうした小さな
積み重ねが「実績」
となりベンチャー
企業ながらも営業
先への信用も増し
ていき、各種媒体
への掲載をはじめ、

全国からの問合せや直接販売の本数も増えてきた。
　その結果、ニチレイマグネット㈱との製造及び販売
実施の協議がまとまり、平成19年４月より同社が
Ving の製造及び日本国内における総販売元となった。

事業化の秘訣はここにあり

　当社は、身近に起こっている事象からビジネスシー
ズを見出し、人的ネットワークをうまく活用し試行錯
誤を繰り返しながら商品化に辿り着いた。その後も、
ファブレスという企業形態を選択し、国内外の特許を
取得。また、限られた経営資源をうまく活用するため
公的支援を有効活用し、見事事業化を達成した。
　ここに至る状況判断は、社長の手腕（経営センス）
によるものが大きく、これまでの経験で培った「生き
るための知恵」ともいえる素晴らしさである。今後、
創業を目指す方々のきっといい手本になるはずである。

マ
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　道路交通法改正により「全席シートベルト着用義務」が法令化され、本年６月以降施行されることになった。これを追い
風に今後は女性をターゲットとし、ファッションの一部としての商品コンセプトを前面に出した商品作りや販売促進を積極
的に進めていきたい。合わせて現状の課題であるコストダウンを成功させ、多くの方々にご利用いただけるリーズナブルな
商品開発にも挑戦したい。
　また将来的には、米国、韓国をはじめ世界各国の代理店政策を推し進め、シートベルトカバーVing が世界のスタンダー
ドとなるべく事業活動を推し進めたい。

企
業
の
声

企業概要

㈱Ving
東京都世田谷区三軒茶屋 1－18－11
スクウェアー・フイールド 4F
URL:http://www.vingving.com/
代表取締役  小 林 京 三
資 本 金 1,000 万円
業　　種 家具・装備品製造業
主要製品 シートベルトカバー（商品名 /Ving）の
 企画・製造販売

Ving RICH（体接地面側にファスナー、
表にポケットがあるタイプ）
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12 ＪＮＳ株式会社

セキュリティ製品により、
安全なＩＴ産業の発展に寄与
より良いセキュリティシステムの構築を目指して

　㈱ JNSの白井社長は商社の情報セキュリティ関連
事業部で暗号化技術を利用したセキュリティシステム
を輸入販売する傍ら、旧郵政省や経団連の委員会で電
子署名および認証業務に関する法律の法制化に携わっ
てきた。しかし、従来の公開鍵暗号技術を中心とした
暗号方式では、利便性が悪い上に運用上の不安がある
と考え、新たな技術の開発に取り組み、認証強化機能、
暗号化強化機能、改ざん確認機能、シングルサインオ
ン機能等を搭載した製品を独自に開発した。更に、イ
ンターネットのWebページ改ざん等のネット犯罪が
急増する中で、これまで蓄積した暗号化技術を利用し、
より安全性、利便性を高めるシステムの開発を目指し、
平成14年９月に㈱ JNSを設立した。

国産独自のセキュリティ製品「isAdmin」

　当社が開発したホームページ改ざん検知・復旧ソフ
ト「isAdmin」は従来製品がすべてWebサーバイン
ストール型であるため安全性や運用性に限界があった
のに比べ、管理者マシンにのみインストールし、Web
サーバ側には全くアプリケーションを必要としないた
め、以下のような優位性を持つ。
⑴安全性レベルが格段に向上
　従来製品はWebサーバが乗っ取られた場合に、製
品自体が簡単に無効化され、機能しなくなる。しかし、
「isAdmin」はリモート監視のため isAdmin が無効

化される心配がない。
⑵運用コストの削減
　従来製品ではコンテンツの更新時に手動の作業が必
要であり、24時間管理者を置く必要があった。また、
「改ざん攻撃」か「正規更新」かの判断も管理者が行
う必要があった。しかし、「isAdmin」は全て自動的
に判断し処理するため、運用コストがかからない。
⑶設定が極めて容易
　従来の製品はOSやWebサーバソフトに依存して
いるため周辺環境の調整が必要等導入時の設定や運用
に相当数の時間を要していた。しかし、「isAdmin」
は周辺環境の設定変更の必要がないため、数分で簡単
に設定できる。
⑷優れた稼動監視機能
　従来製品では http プロトコルによる監視機能はな
かったが、「isAdmin」はリンク切れ等のエラーステー
タス、Webアプリケーションの稼働状況の確認、性能
低下の検出、タイムアウト検出等の機能を持っている。

安全性：isAdmin は、安全なセグメントからリモートで監視で
きるため、直接攻撃を受けることはありません。

ホームページ改ざん検知・復旧ソフト「isAdmin」
isAdmin は、Webの改ざんを検知し、管理者に報告、必要に
応じて自動的に復旧する製品です。従来製品とは異なり、Web
サーバにアプリケーションを搭載しません。

運用性：isAdmin は別のマシンからチェックするため、Web
サーバへの負荷は最小限です。

利便性：isAdminは、別のマシンからリモートでチェックする
ため、OSやWebアプリケーションに対し、透過的に利用する
ことができます。
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事業可能性評価事業成果事例

　事業可能性評価委員会の審査会で IT 関連専門家である評価委員が「IT 関連分野において日本にも世界に誇れる商品が誕
生した」と絶賛したことにもありますようにこの商品は機能的に非常に優れた商品といえます。
　また、白井社長自身が旧郵政省や経団連の委員会で電子署名及び認証業務の法制化に携わってきたように、当社の技術力
も非常に優れたものがあります。
　一方、この商品は説明が必要な商品であり、このような商品はいくら優れた機能を持っていても相手が理解し易いように、
分りやすく上手に説明しないとなかなか販売には結びつきません。
　残念ながら、代表は、相手にわかりやすく説明するのが苦手であり、この点が大ブレイクしない一つの要因になっている
ように思われます。既に、中央省庁、地方自治体などにも納入実績があり、この商品の認知度が着実に広がりつつあります。
また、時代は当社にとってまさに追い風状態にあります。従って今後は代表の営業能力を高めると共に、販売面で他企業と
の連携も図りながら、その評価に相応しいような素晴らしい企業に成長されますことを期待しています。

公社事業によるトータルサポート

　㈱ JNSが事業可能性評価を受けたのは平成17年
である。「事業の可能性十分あり」の評価を受け、現
在もマネージャーから種々のアドバイス受けている。
　特許出願の際には知的財産総合センターでの相談、
展示会に出展する際には市場開拓助成金への推薦、融
資希望の場合には、リレーションシップバンキング金
融機関への推薦、そして販路開拓の際にはニューマー
ケット開拓支援事業への推薦等、公社事業を活用して
のトータルサポートを実施している。また、特に商品
力を高めるという目的で利用を勧めた、商品力強化支
援事業では専門家により「価格設定及び製品体系の見
直し」「セミナーを利用したPR方法」「事業執行体制
の見直し」「市場の絞込み」等の提言を受けた。この
提言は当社にとって非常に有意義なものであり、それ
からの事業運営に大きな影響を与えた。

多様になった製品ラインナップ

　提言にもあったように、まず製品体系の見直しを

図った。Webサーバの管理者とコンテンツ作成者が
同一であるような小規模なWebサイト向け（isAdmin 
Standard）から、中規模向け（isAdmin Pro）そして、
新たに開発した大規模なWeb サイトや複数のWeb
サイトを管理する企業向け（isAdmin Enterprise）
と３つの製品構成とした。さらに機能もWebの改ざ
ん検知システム、Web の改ざん自動復旧システム、
ファイル改ざん検知システムと細分化した。その結果
顧客の細かいニーズに応えられる製品ラインナップが
出来上がった。
　また、公社主催のセミナー講師を務めるとともに、
公社情報紙「アーガス21」においても「中小企業の
ための情報セキュリティ入門」という記事を連載する
ことにより、セキュリティの重要性を普及啓蒙するこ
とで、自社製品のPRにもつながっている。
　これらの結果、官公庁・自治体や多くの企業で
「isAdmin」の導入が進んでおり、このまま順調にい
けばセキュリティ製品により、安全な IT 産業の発展
に寄与するという目的も果せそうだ。
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　弊社のWeb改ざん対策製品「isAdmin」は、ようやく中央省庁や地方公共団体でブランドが形成されてきたばかりで、今後、
大手SI（システムインテグレーション）ベンダーの支援を受け、拡販体制を確立して行かなければならない状況です。また、
一般のエンドユーザへの対応として、IDC（インターネットデータセンター）との提携による本機能のサービス課金販売を
進め、幅広いインターネット利用者に普及を促進し、情報化社会から一つでも多くＷｅｂ改ざん攻撃を駆逐して行きたいと
考えています。
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企業概要

JNS㈱
東京都港区新橋 6－11－8  今井ビル 1F
URL:http://www.jnsjp.com/
代表取締役  白 井　力
資 本 金 1,700 万円
業　　種 情報サービス業
主要製品 セキュリティアプリケーションの開発・販売
 セキュリティに関するコンサルティング




